
健全化判断比率の推移
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※１：－は黒字のため実質赤字比率・連結実質赤字比率がないことを表します。
※２：括弧内は黒字の比率をマイナス標記で示しています。

資金不足比率の推移

※１：－は資金不足比率がないことを表します。
※２：産業団地開発事業特別会計については、平成27年度末をもって廃止しております。
※３：公設地方卸売市場事業特別会計については、平成30年度末をもって廃止しております。
※４：公共下水道事業特別会計については、令和２年度より地方公営企業法を一部適用し、下水道事業会計に移行しました。
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